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1	 はじめに

　近年、多大な被害をもたらす気象災害が毎年発生

している。この気象災害の頻発化・激甚化の傾向は

今後も続くことが予想されるため、これまで以上の

防災対策が求められる。防災対策においては「自助」

「共助」「公助」のバランス・連携が重要であるが、

その中でもまずは自ら備えておく「自助」が基本と

なる。しかしながら、自助については個人の防災対

策が十分にされているとはいえない状況である。そ

のような状況を踏まえ、本稿では一般市民に対して

実施した防災対策に関するアンケート結果を基に、

自助力向上のための新たな考え方を提唱する。

2	 気象災害に関する近年の傾向と今後の見通し

1）	 増加傾向にある近年の気象災害

　図表１は１時間の降水量が 50mm 以上の非常に

激しい雨の年間発生回数の推移を表している。10

年間での平均発生回数を見ると、1976 ～ 1985 年

の 10 年間では年 174 回であるのに対し、2010 ～

2019 年の 10 年間では年 251 回と約 1.4 倍に増え

ており、増加傾向にある。また、2011 年以降は毎年、

甚大な被害を及ぼして名称のつけられた豪雨や台風

が発生している。「令和 2 年 7 月豪雨」（熊本県の球

磨川の氾濫等）や 2021 年の熱海の土石流などは記

憶に新しいのではないだろうか。

2）	 気象災害による被害はいつでも誰にでも起こり	

	 うる

　近年頻発化・激甚化している気象災害は多くの被

害をもたらしているが、台風など数日前から予測さ

れていたものばかりではなく、突如発生した豪雨等

による被害もある。また、その被害は浸水想定区域

や土砂災害警戒区域などの海岸や川沿い、斜面付近

に限定されたものでもなく、停電など広範囲に影響

を及ぼすものもある。近年の気象災害による被害は

いつでも誰にでも起こりうるものである。

（1）	発生予測が困難な線状降水帯や局地的大雨

　災害級の大雨をもたらす現象としては、台風など

の数日前から予測できるものもあれば、線状降水帯※1

や局地的大雨※ 2 などのように発生予測が難しいと

されているものもある。

　発生予測が難しい線状降水帯に関して、気象庁は

警戒レベル相当情報を補足する解説情報とした呼び

かけを行うものの、半日程度前からの実施にすぎな

い。また局地的大雨に関しては突如発生するものも

ある。そのため、このような大雨については来ると

※1　発達した雨雲が列をなして同じ場所
を通過・停滞することで、数時間にわたり
強い降水を伴う雨域
※ 2　急に強く降り、数十分の短時間に
狭い範囲に数十 mm 程度の雨量をもたら
す雨。ゲリラ豪雨などとも称される
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わかってからでは災害への準備が間に合わない可能

性が高い。

（2）	停電等の広範囲に及ぶライフライン被害

　気象災害による被害となると、浸水や土砂崩れな

どによるものが多くイメージされ、被害の発生する

エリアが海岸や川沿い、斜面付近等にある程度限

定されると思われることも多い。しかし近年では、

2019 年の台風 15 号による千葉県での大規模停電

等に見られるように、暴風などが原因によるライフ

ラインへの被害が広範囲に及ぶケースも想定され

る。

　広範囲に影響があるライフラインへの被害が発生

すると、浸水エリア外や土砂災害危険エリア外にい

る人であっても影響を受ける可能性があるため、誰

でも備えをしておく必要があるだろう。

3）	 今後も気象災害は増えていくことが予想される

　2021 年 8 月に国連による気候変動に関する政府

間パネル（IPCC）より「第６次評価報告書」の第

１弾が公表された。この報告書では気候の現状分析

に加え、今後の気候の見通しも示されており、特に

大雨に関する気候変動についての内容としては、主

に以下の 2 点が挙げられる※3。

①  	地球温暖化が加速する

「向こう数十年の間に CO2 及びその他の温室効

果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世

紀中に、地球温暖化は 1.5℃及び 2℃を超える」

②  	地球温暖化の進行に伴って大雨がより強く、	    	

　  	また頻発化する

「地球温暖化の進行に伴い、大雨はほとんどの

地域でより強く、より頻繁になる可能性が非常

に高い。地球規模では、日降水量で見た極端な

降水は、地球温暖化が 1℃進行するごとに約 7％

強まると予測されている。非常に強い熱帯低気

  図表 1　近年の気象災害と1時間降水量50㎜以上の年間発生回数の推移

  出所）	 「カワナビ　vol.11 まち全体で、みんなで水災害に備える」 （国土交通省水管理・国土保全局）を基に NRI 加筆

※ 3　IPCC AR6 WG1 報告書 政策決定
者向け要約（SPM）暫定訳（気象庁）より
一部省略して引用
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圧の割合と最も強い熱帯低気圧のピーク時の風

速は、地球規模では、地球温暖化の進行に伴い

増加すると予測されている」

　このように、近年日本で見られている大雨を中心

とした気象災害の頻発化・激甚化は、今後も温暖化

の進行とともに続いていくことが想定される。今後

も増え続ける災害に対応するためには、公助・共助

もさることながら、一人一人の備え「自助」の重要

性がさらに増すだろう。第３章以降では、一般市民

に対するアンケート調査から見えた一人一人の防災

対策の実施状況と自助力を高めるための方策におけ

る新たな考え方を示す。

3　一般市民の防災対策の現状

　防災対策と聞いてよくイメージされるものは、非

常食や水、非常用持ち出し袋のような防災グッズを

備えることや、避難訓練への参加などではないだろ

うか。これらの防災対策は一般的に日常生活から切

り離された行動であり、今すぐに実施しなくとも生

活に支障はないものである。それが故に実施を先送

りにして、いざというときに備えられていないとい

う人は少なくないだろう。一方で、近年フェーズフ

リー※ 4 という考え方にも見られるように、日常生

活の中で実施できる防災対策、あるいは、実施する

ことで日常生活にもメリットがある防災対策もあ

る。本章では、これらの日常生活に入り込みうる防

災対策と一般的な防災対策のそれぞれについて、一

般市民の実施状況に関する調査結果ならびに考察を

示す。

1）	 調査の概要

　一般市民の防災対策の実施状況を把握するため、

2021 年 9 月に全国の男女 4,944 人を対象に WEB

アンケート調査を実施した。アンケート調査におい

※ 4　身の回りにあるモノやサービスを日
常時だけでなく、非常時にも役立てるこ
とができるという考え方

  図表 2　災害に備えることのみを目的とした防災対策

  出所）	NRI 作成
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ては、防災対策を大きく 2 種類に分類し、それぞれ

について回答者の実施状況を質問した。一つは災害

に備えることのみを目的とした防災対策、もう一つ

は日常生活に入り込みうる防災対策である。

　災害に備えることのみを目的とした防災対策につ

いては、図表 2 の 16 項目それぞれについて、実施

の有無に加え、実施していない場合は実施を考えた

ことがあるかどうかを把握した。

　日常生活に入り込みうる防災対策については、生

活シーンに合わせて、日常生活や購買行動などで実

施されるもの合計 23 項目を選定した。日常生活に

入り込みうる防災対策は、図表 3 に示すように、災

害時の情報収集や、命を守る、避難しやすくする、

自宅での避難生活に役立つ、共助につながるといっ

た対策の効果が期待されるものである。これら 23

項目それぞれについて、実施の有無に加え、実施し

ている場合はその理由を、実施していない場合は今

後の実施意向も併せて把握した。特に実施理由につ

いては、防災を意識しているか否かを把握した。

2）	 防災対策の実施状況

（1）	災害に備えることのみを目的とした防災対策の

　	 実施状況

　アンケートの結果、災害に備えることのみを目

的とした防災対策は、全体の 14.2％（4,944 人中

704 人）が一つも実施していないという結果となり、

平均実施個数は 16 個中 4.8 個にとどまった。一方

で、「必要性は感じているが実施していない」と回

答された対策も加えると平均 10.7 個となっており、

必要であると認識はされているものの、いざ実施す

ることにハードルがある防災対策の特徴が見える結

果となった（図表 4）。

（2）	日常生活に入り込みうる防災対策の実施状況

　日常生活に入り込みうる防災対策について、防災

を意識して実施している個数は平均2.4個（23個中）

  図表 3　日常生活に入り込みうる防災対策とその目的 

  ※ 自家用車の保有については、事前避難等を行ったうえでの避難所での車中泊、２、３日後に台風が接近している際の遠方への避難  
      を想定しているものである。津波等の緊急時の避難において自家用車による避難は原則禁止されている点にご留意いただきたい
  出所）	NRI 作成
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であるが、防災を意識する／しないにかかわらず実

施している個数は平均 11.7 個（23 個中）にのぼっ

た（図表 5）。すなわち、防災を意識はしていない

けれども、「いつの間にか」実施されている防災対

策が少なくないということがわかった。

　災害に備えることのみを目的とした防災対策と日

常生活に入り込みうる防災対策の実施状況から見た

特徴を図表 6 に整理した。災害に備えることのみを

目的とした防災対策では、防災対策が必要であると

意識している人でも実施できていない対策が多い。

一方で、日常生活に入り込みうる防災対策は、防災

意識の有無によらず「いつの間にか」実施できてい

る対策が多い。

　日常生活に入り込みうる防災対策のように、別の

目的やメリットと合わせることで防災に役立つ行動

を「いつの間にか」実行に移すことができるという

のは、防災対策の実施率を向上させる一つのヒント

になると考える。

3）	 実施率を踏まえた個別の防災対策の特徴

（1）	災害に備えることのみを目的とした防災対策の	

	 特徴

　防災以外の目的を持つことで防災対策を実行に移

してもらいやすいというヒントを得たが、それだけ

  図表 4　災害に備えることのみを目的とした防災対策の実施個数別人数

  出所）	NRI 作成

  図表 5　日常生活に入り込みうる防災対策の理由別平均実施個数

  出所）	NRI 作成
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では災害に備えることのみを目的とした防災対策を

実施してもらうことは難しい。しかし、これらの防

災対策の中には防災目的であっても既に実施してい

る人が比較的多い対策もある。その特徴を分析する

ことで災害に備えることのみを目的とした防災対策

の実施率を上げていく方法について検討する。

　災害に備えることのみを目的とした防災対策のそ

れぞれの実施率を図表 7 に示す。最も実施率の高い

「懐中電灯等の保有」で実施率は 67.7%、次いで実

施率の高い「庭やベランダに飛ばされやすいものを

置かない」で 51.5% であり、それ以外の対策では

実施率が 50％を下回った。

　回答結果（4 割以上を目安）に沿ってこれらの防

災対策を三つに分類した。

①実施している人が多い（4 割以上）対策

②必要性は感じているが実施していない人が多　　

　い（4 割以上）対策

③考えたことがない人が多い（4 割以上）対策

　まず、①実施している人が多い対策は、「懐中電

灯等の保有」「庭やベランダに飛ばされやすいもの

を置かない」「災害保険への加入」「安全な居住地の

選択」「避難場所・避難経路の確認」の五つとなった。

　これらの対策では、懐中電灯は手回し発電ライト

が自治体から配布されたり、住宅に備え付けがあっ

たりすること、避難経路の確認は子育て世帯には学

校教育等でも周知されているほか、周辺の小学校へ

は選挙等でも訪問機会があり自然と実施される環境

が整っていること、また、そのほかにもマンション

の居住ルールや自治会の規則で決まっていたり、戸

建て住宅を購入する際に保険事業者から災害保険へ

の加入や不動産事業者から災害リスクの低い土地の

購入を勧められたり、外部からの働きかけがある対

策が多く該当している。

　外部からの働きかけが行われる環境では、個人が

防災対策を意識しなくとも実施する状況をつくって

いくことができる。こうすることで、災害に備える

ことのみを目的とした防災対策も「いつの間にか」

実施される防災対策とすることができる。

　続いて、②必要性は感じているが実施していない

人が多い対策は、「窓ガラスへの飛散防止シートの

貼付」や「ハザードマップの確認」「家族での話し

合い」など、外部からの働きかけは啓発程度にとど

まり、①と比べると外部からの働きかけが少ない対

策といえる。考えたことがないという人は多くても

  図表 6　防災対策の実施状況から見た特徴

  出所）	NRI 作成
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3 割程度で、どれも認知自体は 7 割近くなされてお

り、普及啓発だけでは今後も実施されない状況が続

くと見込まれる。③考えたことがない人が多い対策

は、「旅行に行く際のハザードマップ等の確認」で

55.8%、次いで「イベントや娯楽施設での避難経路

の確認」で 50.7% となっており、観光中の被災に

ついてはそもそも考えたことがない人が多い。①、

②と比べればさらに啓発等も含めた外部からの働き

かけが少ない対策といえるだろう。

　②、③の防災対策についても、①の防災対策のよ

うに外部からの働きかけで個人の防災意識に頼らず

「いつの間にか」実施される状況をつくっていくこ

とが必要と考える。具体的には、ハザードマップを

わざわざ見なくても、不動産の検索サイトで、個別

の浸水深や最寄りの避難所までの距離などが目につ

くように提供されたり、観光するときに災害を意識

しなくても、観光マップで観光スポットと一緒に近

くの避難所の場所などを観光客が把握できる状況を

つくったりしていくことなどが挙げられる。

（2）	日常生活に入り込みうる防災対策の特徴

　日常生活に入り込みうる防災対策は、別の目的や

メリットと合わせることで実施してもらいやすい防

災対策であるが、その中でも実施率が高いものの特

徴を考察する。

　日常生活に入り込みうる防災対策の実施率では、

23 項目中 11 項目で 50% を超えている。実施率が

高かった対策とその実施率を図表 8 に示す。これ

ら 11 項目の中で防災性を考慮して実施している人

の割合が多いものは「カセットコンロ等の保有」と

「ティッシュやラップ等の日用品の備蓄」であるが、

それでも 2 割程度しかいない。つまり、防災対策と

してではなく、日常の利便性向上や商品サービスの

魅力、まとめ買いのお得感などによって「いつの間

にか」実施されている防災対策であるといえる。

　11 項目の特徴として、天気予報の確認や近所の

散歩などこれから始めようとした場合でも無料で実

施できる対策が 11 項目中 6 項目と過半である。さ

らに、「日用品のまとめ買い」や「食料のまとめ買い」

  図表 7　災害に備えることのみを目的とした防災対策の実施率

  注）	 数値（％）は四捨五入しているため、合計の数値（％）は必ずしも 100（％）にならない
  出所）	NRI 作成
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については、実施時にまとまった費用が必要にはな

るが、あくまでも日常的にかかっている費用である

ため追加費用としての負担はない。これらを含むと、

11 項目中 8 項目が追加の費用負担なく実施できる

対策ということになる。

　このため、他のメリットを提示することで新たに

防災対策を実施してもらう際には“追加での費用負

担がない対策”の方がより実施してもらいやすいと

考えられる。

　災害に備えることのみを目的とした防災対策と日

常生活に入り込みうる防災対策のそれぞれを分析

し、実施率の高い防災対策には、防災対策であるこ

とを意識せずとも「いつの間にか」実施できている

ものがあることが確認された。そのうえで「いつの

間にか」実施される防災対策には次の 2 種類がある

と考えられる。

A）	別の目的があり防災対策と意識せずに実施

	 される防災対策

B）	外部からの働きかけで実施される防災対策

　

そのうえで、A）のように別の目的があっても、費

用負担が発生する防災対策は実施してもらうことが

難しいため、B）の外部からの働きかけが必要とな

るケースもあると考えられる。

4	 自助力向上に向けて

　図表 9 は、縦軸に防災に対する意識、横軸に防災

の行動ができている度合いをとり、一人一人の防災

対策の実施率向上に向けて、これまでとこれからと

るべき方針を概念的に示している。

　これまでは、防災に対する意識を上げる取り組み

が重視されてきた。防災対策を取りまとめたパンフ

レットの配布や、防災訓練の実施、テレビや新聞・

雑誌等の防災特集なども、主な目的は防災意識の向

上であり、住民に防災意識を高めてもらったうえで、

防災対策を実施してもらうという流れであった。た

だし、最終的に防災対策を実施するか否かは個人に

ゆだねられていた（図表 9 左側）。

  図表 8　実施率の高い日常生活に入り込みうる防災対策（実施率が50％以上の対策）

  注）	 数値（％）は四捨五入しているため、合計の数値（％）は必ずしも 100（％）にならない
  出所）	NRI 作成
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　前章で述べた通り、防災を意識せずとも「いつの

間にか」防災対策がある程度できてしまっている人

は少なくない。そこで今後は、防災に対する意識を

上げる取り組みと並行して、「いつの間にか」防災

対策がある程度できている状態にするような取り組

みも必要ではないだろうか。防災の意識の高さにか

かわらず、ある程度防災対策ができている状態にす

ることもできるといいだろう（図表 9 右側）。

　「いつの間にか」実施される防災対策には、第 3

章３）で述べた通り、A）別の目的があり防災対策

と意識せずに実施される防災対策と B）外部からの

働きかけで実施される防災対策がある（図表 10）。

　A については、日常生活に入り込みうる防災対策

の中で実施率の高かったものを中心として、費用が

かからず簡単にできる防災対策が多くあり「いつの

間にか」できる人が多い防災対策は少なくない。今

実施できていない人に対しても、防災以外の目的や

メリットによって、防災対策と思わずに実施できる

環境となっていくといいだろう。日用品のまとめ売

りや、健康増進のための散歩の啓発も「いつの間に

か防災」を促進する環境整備の一つになる。

　さらに、ハードルの高い防災対策も含めて防災対

策の実施率を高めていくためには、B のように外部

からの働きかけで実施されるようにしていくことも

重要である。外部からの働きかけには、自治体から

の防災グッズの配布や学校教育のように公的なサ

ポートに加え、一般市民の日常生活の中で、防災以

外の目的で実施されているものもある。

　例えば、光熱費を抑えるために冷気が入りにくい

2 階に主な居住空間を設計することで主な生活空間

への浸水を防いだり、防犯のために割れにくい飛散

防止窓ガラスを使用することで災害時の窓ガラスの

飛散を防いだり、観光地において観光客の回遊性を

高めるための観光アプリを作成することで災害時に

観光客に情報を提供する手段を持っておくことがで

きたりする。

　他の目的・メリットと合わせて「いつの間にか」

防災対策を実施できている状況をつくっていくこと

が自助力の向上のための重要なアプローチになると

考える。

　ただし、最終的には「いつの間にか」防災対策が

実施できているだけでは不十分であり、災害時に「い

つの間にか」できてしまっている対策を適切に活用

するためにも、現状の防災意識を上げる取り組みと

  図表 9　防災対策の実施率向上に向けた方針

  出所）	NRI 作成
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並行して実施することが重要である。

5	 おわりに

　本稿では、今後も気象災害の頻発化・激甚化が想

定される中で「いつの間にか防災」という概念を用

いて、一般市民の防災対策の実施率を向上させるた

めの新たな考え方を提案した。しかしながら、災害

時に適切な行動をとるためには、無意識的に対策が

できているだけでは不十分で、防災に対する意識を

上げてもらうことも重要である。また、「いつの間

にか」であっても防災対策がある程度できているこ

とを自覚することで、防災対策への心理的ハードル

が下がったり、防災への意識が向上したりする効果

も期待できるかもしれない。防災に関する意識啓発

の取り組みと並行しながら「いつの間にか防災」の

概念が一人一人の自助力が高まった社会づくりの一

助になれば幸いである。

  図表 10　「いつの間にか防災」を活用した実施率向上へのアプローチ

  出所）	NRI 作成
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